
- 1 -

平成１２年度東京都高速電車事業会計決算審査意見書

第１ 審 査 の 概 要

１ 審査の期間 平成１３年６月１日から同年８月１日まで

２ 審査の対象 交 通 局

３ 審査の手続

この決算審査に当たっては、知事から提出された決算書類が、高速電車事業の経営成績及び財

政状態を適正に表示しているかどうかを検証するため、会計帳票、証拠書類の照合等通常実施す

べき審査手続を実施したほか、必要と認めるその他の審査手続を実施した。

ついで、本事業の経営内容の動向を把握するため計数の分析を行い、経済性の発揮及び公共性

の確保を主眼として考察した。

第２ 審 査 の 結 果

１ 決算諸表について

審査に付された決算諸表は、高速電車事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているもの

と認められる。

２ 経営状況について

（１）経営成績について

ア 業務実績について

高速電車事業は、都営地下鉄浅草線、三田線、新宿線及び大江戸線の４路線の営業及び建

設にかかわる事業を実施している。

平成１２年度は、「東京都交通局長期経営基本方針」（平成３年３月）により、事業計画

及び財政収支計画を主な内容とした「東京都交通局後期総合実施計画（都営交通プラン'9

７）」（計画期間：平成９年度～平成１２年度）に基づき、①公共交通網の整備における都

営交通の役割強化、②輸送サービスの充実等に努めており、大江戸線の全線（平成１２年４

月：新宿～国立競技場２．１km、同年１２月：国立競技場～都庁前２５．７km）及び三田線

の延伸部（平成１２年９月：三田～目黒間４．０km）を開業している。

平成１２年度における高速電車事業の経営成績は、表１（詳細は、別表１比較損益計算書

参照）のとおり、総収益１，０００億６，８５９万余円、総費用１，７１２億８，７４６万

余円で、差引き７１２億１，８８６万余円の純損失となっている。
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（表１) 経 営 成 績 比 較 表

(単位:千円)

項 目 平成１２年度（Ａ） 平成１１年度（Ｂ） 増(△)減 (Ａ－Ｂ)

総 収 益 100,068,591 93,531,897 6,536,694

営業収益 (a) 91,925,963 85,258,315 6,667,648

営業外収益 (b) 8,126,148 8,270,382 144,233△

特別利益 (c) 16,479 3,199 13,280

総 費 用 171,287,460 118,340,691 52,946,769

営業費用 (d) 102,872,373 88,097,039 14,775,333

(うち減価償却費) (e) ( 43,451,381） （ 32,823,456） ( 10,627,925)

営業外費用 (f) 32,380,472 30,011,277 2,369,195

特別損失 (g) 36,034,614 232,374 35,802,240

営 業 損 益 (a)-(d)= (h) 10,946,409 2,838,724 8,107,685△ △ △

営 業 外 損 益 (b)-(f)= (i) 24,254,324 21,740,895 2,513,429△ △ △

経 常 損 益 (h)+(i)= (j) 35,200,733 24,579,619 10,621,114△ △ △

特 別 損 益 (c)-(g)= (k) 36,018,135 229,175 35,788,960△ △ △

減価償却前損益 (e)+(j) 8,250,647 8,243,837 6,810

純 損 益 (j)+(k) 71,218,869 24,808,794 46,410,074△ △ △

イ 収益について

当年度の総収益は、表２のとおり１，０００億６，８５９万余円で前年度（９３５億３，

１８９万余円）と比較して６５億３，６６９万余円（７．０％）増加している。

営業収益は、９１９億２，５９６万余円で前年度（８５２億５，８３１万余円）と比較し

て６６億６，７６４万余円（７．８％）増加している。

これは、主に、大江戸線が全線開業したことなどに伴い乗車料収入が５９億３，１２８万

余円、広告料収入が４億４，８６２万余円それぞれ増加したことによるものである。

営業外収益は、８１億２，６１４万余円で前年度（８２億７，０３８万余円）と比較して

１億４，４２３万余円（１．７％）減少している。これは、主に、雑収益が２億１，０９８

万余円、受託工事収入が１億５，１９４万余円それぞれ増加したものの、一般会計補助金が

４億４８８万余円、国庫補助金が１億２，９４４万円それぞれ減少したことによるものであ

る。

特別利益は、１，６４７万余円（西巣鴨四丁目、道路拡幅による地上権消滅補償収入４５．

９２ｍ ）で、前年度（３１９万余円）と比較して、１，３２８万余円増加している。２

なお、国庫補助金及び一般会計補助金の内訳は、表３のとおりである。
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（表２) 収 益 比 較 表

(単位:千円)

年度 平 成 １２ 年 度 平 成 １１年 度 増 (△) 減

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 A-B 100×

項目 (A) (%) (B) (%) (A－B) B (%)

営 業 収 益 91,925,963 91.9 85,258,315 91.2 6,667,648 7.8

経 乗 車 料 収 入 88,071,959 88.0 82,140,670 87.8 5,931,289 7.2

広 告 料 収 入 2,637,038 2.6 2,188,415 2.4 448,623 20.5

常 そ の 他 1,216,966 1.2 929,229 1.0 287,737 31.0

営業外収益 8,126,148 8.1 8,270,382 8.8 144,233 1.7△ △

収 受取利息及配当金 91,133 0.1 63,966 0.1 27,166 42.5

国 庫 補 助 金 428,019 0.4 557,459 0.6 129,440 23.2△ △

益 一般会計補助金 4,140,080 4.1 4,544,968 4.8 404,888 8.9△ △

受 託 工 事 収 入 497,279 0.5 345,339 0.4 151,940 44.0

雑 収 益 2,969,636 3.0 2,758,649 2.9 210,987 7.6

計 100,052,111 100.0 93,528,697 100.0 6,523,414 7.0

特 別 利 益 16,479 0.0 3,199 0.0 13,280 415.1

総 収 益 100,068,591 100 93,531,897 100 6,536,694 7.0

（表３) 補助金(営業外収益)比較表

(単位:千円)

年 度 平成１２年度 平成１１年度 増 (△) 減

項 目 (Ａ) (Ｂ) (Ａ－Ｂ)

国 庫 補 助 金 特 例 債 利 子 補 給 428,019 557,459 129,440△

地下鉄施設整備促進補助 1,141,064 1,325,193 184,129△

特例債元利償還補助 2,650,052 2,831,704 181,652△

一般会計補助金 児童手当特例給付負担補助 11,188 0 11,188

年金拠出金 補助 337,776 306,071 31,705公的負担分

無利子借入金代替補助 0 82,000 82,000△

計 4,140,080 4,544,968 404,888△

合 計 4,568,099 5,102,427 534,328△
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ウ 費用について

当年度の総費用は、表４のとおり１,７１２億８，７４６万余円で前年度（１，１８３億４，

０６９万余円）と比較して５２９億４，６７６万余円（４４．７％）増加している。

営業費用は、１，０２８億７，２３７万余円で前年度（８８０億９，７０３万余円）と比

較して１４７億７，５３３万余円（１６．８％）増加している。これは、主に、人件費が１

０億５，０３１万余円減少したものの、大江戸線等の開業に伴い動力費等の物件費が５１億

９，７７２万余円及び減価償却費が１０６億２，７９２万余円増加したことによるものであ

る。

営業外費用は、３２３億８，０４７万余円で前年度（３００億１，１２７万余円）と比較

して２３億６，９１９万余円（７．９％）増加している。これは、主に、雑支出が８億８６

４万余円減少したものの、大江戸線買い取りに伴う割賦代金利息が発生（３１億５，３１３

万余円）したことにより支払利息及企業債取扱諸費が３０億２，５７１万余円増加したこと

によるものである。

特別損失は、３６０億３，４６１万余円で前年度（２億３，２３７万余円）と比較して３

５８億２２４万余円増加している。これは、主に、今年度から退職給与引当金を引き当てた

ことに伴い過年度分退職給与引当金引当を３６０億３，４６１万余円計上したことによるも

のである。

なお、給与費及び職員数等については、表５のとおりとなっている。
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(表４) 費 用 比 較 表

(単位:千円)

年度 平 成 １２ 年 度 平 成 １１ 年 度 増 (△) 減

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 A-B 100×

項目 (Ａ) (%) (Ｂ) (%) (Ａ－Ｂ) B (%)

営 業 費 用 102,872,373 60.1 88,097,039 74.4 14,775,333 16.8

人 件 費 36,989,129 21.6 38,039,442 32.1 1,050,313 2.8△ △

物 件 費 22,431,861 13.1 17,234,140 14.6 5,197,721 30.2

減 価 償 却 費 43,451,381 25.4 32,823,456 27.7 10,627,925 32.4

営 業 外 費 用 32,380,472 18.9 30,011,277 25.4 2,369,195 7.9

支払利息及企業債取扱諸費 30,736,162 17.9 27,710,449 23.4 3,025,713 10.9

企 業 債 発 行 差 金 375,324 0.2 73,318 0.1 302,006 411.9

企 業 債 利 息 26,700,759 15.6 27,377,284 23.1 676,525 2.5△ △

一 時 借 入 金 利 息 12,694 0.0 25,147 0.0 12,453 49.5△ △

企業債手数料及取扱費 494,246 0.3 234,698 0.2 259,548 110.6

割 賦 代 金 利 息 3,153,137 1.8 0 － 3,153,137 －

受 託 工 事 費 497,279 0.3 345,153 0.3 152,126 44.1

雑 支 出 1,147,030 0.7 1,955,675 1.7 808,644 41.3△ △

特 別 損 失 36,034,614 21.0 232,374 0.2 35,802,240 －

固 定 資 産 売 却 損 0 0.0 232,374 0.2 232,374 100△ △

過年度分退職給与引当金引当 36,034,614 21.0 0 － 36,034,614 －

総 費 用 171,287,460 100 118,340,691 100 52,946,769 44.7
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(表５) 給 与 費 明 細 表

(単位:千円)

平 成 １２ 年 度 平 成 １１ 年 度 増 (△） 減

項 目 損益勘定 資本勘定 計 損益勘定 資本勘定 計 損益勘定 資本勘定 計

報 酬 920,586 51,868 972,454 834,611 76,314 910,925 85,975 24,446 61,529△

給 料 14,199,198 472,294 14,671,492 14,280,792 648,033 14,928,825 81,594 175,739 257,333△ △ △

手 当 14,495,481 404,540 14,900,021 14,401,769 570,881 14,972,650 93,712 166,341 72,629△ △

法定福利費 3,927,573 137,050 4,064,623 3,875,623 180,699 4,056,322 51,950 43,649 8,301△

計 33,542,838 1,065,752 34,608,590 33,392,795 1,475,927 34,868,722 150,043 410,175 260,132△ △

職 員 数 4,001人 81人 4,082人 3,667人 133人 3,800人 334人 52人 282人△

平均年齢 39歳６月 39 歳 8月 2月△

職員１人当
7,156千円 7,516千円 360千円△

たり給与費

(注)１ 職員数及び平均年齢は、年度末現在におけるものである。

２ 職員１人当たり給与費は、(給料＋手当)÷月当たり平均職員数である。
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エ 路線別の経営成績について

当年度における路線別の営業実績は、表６のとおりであり、４路線の営業キロは１０９．

０km、乗車人員は６億１万余人、乗車料収入は８８０億７，１９５万余円となっている。

(表６) 平 成 １２ 年 度 営 業 実 績

在 籍 一日平均
路線名 区 間 営業キロ 運転キロ 乗車人員 乗車料収入

車両数 乗車人員
km km両 千 千人 千人 千円

浅 草 線 西馬込～
18.3 224 22,720 208,742 571 25,952,548

(1号線) 押上

三 田 線 目黒～
26.5 222 19,116 170,755 467 22,293,626

(6号線) 西高島平

新 宿 線 新宿～
23.5 224 25,853 217,011 594 28,262,515

(10号線) 本八幡

大江戸線 都庁前～
40.7 424 21,008 80,065 219 11,563,270

(12号線) 光が丘

合 計 109.0 1,094 88,699 600,019 1,643 88,071,959

(注) 乗車人員及び一日平均乗車人員の合計欄の数字は、複数路線を連続して乗車する人員がある

ため、路線合計と一致しない。

当年度の路線別純損益は、表７のとおり、浅草線で３９億９，９１７万余円、三田線で

１４０億７，６７９万余円、新宿線で１４０億４，０７１万余円及び大江戸線で３９１億２

１８万余円の純損失となっており、前年度と比較すると、浅草線及び三田線で純利益からそ

れぞれ純損失となり、新宿線及び大江戸線でそれぞれ純損失が増加している。これは、主に、

４路線において過年度退職給与引当金引当を特別損失で計上したこと並びに三田線及び大江

戸線については、新規開業に伴い減価償却費が増加（三田線３９億７，４７３万余円、大江

戸線６７億１，８６０万余円）したことによるものである。

路線別乗車人員は、表８のとおり、前年度と比較すると浅草線で１３８万余人（０．７

％）及び新宿線で８５万余人（０．４％）それぞれ減少しているものの、大江戸線で３，６

２１万余人（８２．６％）及び三田線で３８９万余人（２．３％）それぞれ増加している。

一方、乗車料収入は、表９のとおり、浅草線で２億４，９４８万余円（１．０％）及び新

宿線で９５９万余円（０．０％）それぞれ減少しているものの、大江戸線で５３億２，６３

０万余円（８５．４％）及び三田線で８億６，４０７万余円（４．０％）それぞれ増加した

ことにより全体で５９億３，１２８万余円（７．２％）の増加となっている。

なお、路線別の運転１㎞当たり及び乗客１人当たりの純損益は、表１０のとおりである。
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(表７) 路 線 別 経 営 成 績 表

(単位:千円)

路線 浅 草 線 三 田 線 新 宿 線 大 江 戸 線

項目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

乗車料収入 25,952,548 92.0％ 22,293,626 88.0％ 28,262,516 88.0％ 11,563,270 80.1％

収 国庫補助金 60,581 0.2 133,160 0.5 234,278 0.7 － －

一 般 会 計

補 助 金 468,134 1.7 913,910 3.6 1,539,872 4.8 1,218,164 8.4

益 そ の 他 1,716,935 6.1 1,969,616 7.8 2,068,582 6.4 1,656,921 11.5

特 別 利 益 － － 16,480 0.1 － － － －

合 計 28,198,198 100 25,326,791 100 32,105,248 100 14,438,355 100

人 件 費 10,062,916 31.3 9,540,772 24.2 9,212,961 20.0 8,172,481 15.3

費 物 件 費 4,655,490 14.5 6,569,755 16.7 5,737,198 12.4 5,469,418 10.2

減価償却費 5,220,743 16.2 9,306,761 23.6 10,938,138 23.7 17,985,740 33.6

支払利息及企

業債取扱諸費 2,045,909 6.4 4,101,211 10.4 10,965,538 23.8 13,623,505 25.4

用 そ の 他 408,816 1.3 590,739 1.5 316,834 0.7 327,921 0.6

特 別 損 失 9,803,497 30.4 9,294,350 23.6 8,975,295 19.4 7,961,474 14.9

合 計 32,197,369 100 39,403,587 100 46,145,964 100 53,540,540 100

経 当年度 (Ａ) 5,804,326 － 4,798,926 － 5,065,422 － 31,140,712 －△ △ △

常 前年度 (Ｂ) 5,499,237 － 601,000 － 6,840,022 － 23,839,534 －△ △

損 前年度比較

益 (Ａ－Ｂ) 305,089 － 5,399,926 － 1,774,600 － 7,301,177 －△ △

特別損益 当年度 9,803,497 － 9,277,870 － 8,975,295 － 7,961,474 －△ △ △ △

前年度 3,199 － 163,013 － － － 69,362 －△ △

当年度純損益

純 (Ｃ) 3,999,171 － 14,076,796 － 14,040,716 － 39,102,186 －△ △ △ △

損 前年度純損益

(Ｄ) 5,502,437 － 437,988 － 6,840,022 － 23,909,197 －△ △

益 前年度比較

(Ｃ－Ｄ) 9,501,607 － 14,514,784 － 7,200,694 － 15,192,989 －△ △ △ △
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(表８) 路 線 別 乗 車 人 員 比 較 表

(単位:千人)

年度 平成１２年度 平成１１年度 増 (△) 減

人 員 構成比 人 員 構成比 人 員 率 A-B 100×

路線 種別 (A) (%) (B) (%) (A-B) B (%)

定 期 127,352 21.2 129,997 20.4 2,645 2.0△ △

浅 草 線 定期外 81,390 13.6 80,131 12.5 1,259 1.6

計 208,742 34.8 210,128 32.9 1,386 0.7△ △

定 期 100,982 16.8 99,092 15.5 1,890 1.9

三 田 線 定期外 69,773 11.6 67,763 10.6 2,010 3.0

計 170,755 28.5 166,856 26.1 3,899 2.3

定 期 132,603 22.1 133,700 20.9 1,097 0.8△ △

新 宿 線 定期外 84,408 14.1 84,162 13.2 246 0.3

計 217,011 36.2 217,862 34.1 851 0.4△ △

定 期 37,442 6.2 24,407 3.8 13,035 53.4

大 江 戸 線 定期外 42,623 7.1 19,446 3.1 23,177 119.2

計 80,065 13.3 43,854 6.9 36,211 82.6

定 期 357,102 59.5 347,568 61.3 9,534 2.7

合 計 定期外 242,916 40.5 218,985 38.7 23,931 10.9

計 600,019 100 566,553 100 33,466 5.9

(注) 合計欄の数字は、複数路線を連続して乗車する人員があるため、路線合計と一致しない。
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(表９) 路 線 別 乗 車 料 収 入 比 較 表

(単位:千円)

年度 平成１２年度 平成１１年度 増 (△) 減

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 率 A-B 100×

路線 種別 (A) (%) (B) (%) (A-B) B (%)

定 期 12,436,837 14.1 12,671,068 15.4 234,231 1.8△ △

浅 草 線 定期外 13,515,710 15.3 13,530,967 16.5 15,257 0.1△ △

計 25,952,548 29.5 26,202,036 31.9 249,488 1.0△ △

定 期 10,343,187 11.7 10,066,377 12.3 276,810 2.7

三 田 線 定期外 11,950,438 13.6 11,363,175 13.8 587,263 5.2

計 22,293,626 25.3 21,429,553 26.1 864,073 4.0

定 期 13,579,003 15.4 13,692,202 16.7 113,199 0.8△ △

新 宿 線 定期外 14,683,512 16.7 14,579,910 17.7 103,602 0.7

計 28,262,515 32.1 28,272,113 34.4 9,598 0.0△ △

定 期 4,187,119 4.8 2,683,816 3.3 1,503,303 56.0

大 江 戸 線 定期外 7,376,150 8.4 3,553,151 4.3 3,822,999 107.6

計 11,563,270 13.1 6,236,967 7.6 5,326,303 85.4

定 期 40,546,147 46.0 39,113,466 47.6 1,432,681 3.7

合 計 定期外 47,525,812 54.0 43,027,204 52.4 4,498,608 10.5

計 88,071,959 100 82,140,670 100 5,931,289 7.2

(表１０) 路線別純損益比較表(運転1km当たり及び乗客1人当たり)

(単位:円)

項 年度 平成１２年度 平成１１年度 増（△）減

目 路線 (Ａ) （Ｂ） (Ａ－Ｂ)

運 浅 草 線 176 242 418△ △

転当 三 田 線 736 24 760△ △

１た 新 宿 線 543 268 275△ △ △

kmり 大 江 戸 線 1,861 2,218 357△ △

乗 浅 草 線 19 26 45△ △

客当 三 田 線 82 2 84△ △

一た 新 宿 線 64 31 33△ △ △

人り 大 江 戸 線 488 545 57△ △
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当年度の経営成績を示す経営比率は、表１１のとおりである。

(表１１) 経 営 比 率

年度 平 成 平 成 平 成 平 成 平 成 算 式

項目 ８年度 ９年度 10年度 11年度 12年度

営業利益
経営資本営業利益率 (％) 0.0 0.1 0.2 0.3 0.6△ △ △ △

経営資本

営業利益
営業収益営業利益率 (％) 0.2 0.8 2.0 3.3 11.9△ △ △ △

営業収益

営業収益
経 営 資 本 回 転 率 (回) 0.11 0.08 0.09 0.09 0.05

経営資本

総 費 用
総費用対総収益比率 (％) 119.9 120.2 123.2 126.5 171.2

総 収 益

(注) 経営資本＝総資本－（建設仮勘定＋投資）

（２）財政状態について

ア 資本的収支について

資本取引に係る資金の動きを示す資本的収支については、表１２のとおりである。

当年度における資本的収入は、１，９３３億８，５３０万余円で、前年度（１，７４３億５，１６

８万余円）と比較して１９０億３，３６２万余円（１０．９％）増加している。これは、主に、国庫

補助金が、１６３億１，９７８万余円、一般会計補助金が２２億９，６１４万余円それぞれ減少した

ものの、企業債が３３３億４，５９９万余円、財産収入が３９億４，７１３万余円それぞれ増加した

ことによるものである。

一方、資本的支出は、２，０１８億１，５９３万余円で、前年度（１，７９４億７，７４３万余

円）と比較して２２３億３，８５０万余円（１２．４％）増加している。これは、主に、建設改良費

が２１２億６２５万余円及び企業債償還金が１２億７２４万余円それぞれ増加したことによるもので

ある。



- 12 -

（表１２）資本的収支比較表

（単位：千円、％）

増 (△) 減
平成１２年度 平成１１年度

区 分 金 額 増 減 率

(Ａ) (Ｂ) (C＝A－B) (C/B×100)

資収 企 業 債 115,556,675 82,210,681 33,345,994 40.6

一般会計出資金 30,131,000 29,775,000 356,000 1.2

国 庫 補 助 金 16,524,037 32,843,818 16,319,781 49.7△ △

本 一般会計補助金 26,939,757 29,235,898 2,296,141 7.9△ △

財 産 収 入 3,987,656 40,521 3,947,135 －

その他資本収入 246,178 245,763 415 0.2

的入 計 193,385,305 174,351,682 19,033,623 10.9

資支 建 設 改 良 費 153,708,053 132,501,798 21,206,255 16.0

本 企業債償還金 48,107,881 46,900,635 1,207,246 2.6

的出 投 資 0 75,000 75,000 100△ △

計 201,815,935 179,477,434 22,338,501 12.4

差 引 資 本 的 収 支 8,430,630 5,125,752 3,304,878 64.7△ △ △

イ 資産及び負債・資本

当年度末の資産及び負債・資本状況は、別表２比較貸借対照表のとおりである。

資産合計は１兆９，３３９億５，４８４万余円であり、前年度（１兆１，１８７億６１５万

余円）と比較して８，１５２億４，８６８万余円（７２．９％）増加している。これは、固定

資産が７，８０８億８，１５１万余円、流動資産が３４３億６，７１７万余円それぞれ増加し

たことによるものである。

固定資産の増加は、主に、大江戸線開業に伴い建設仮勘定が１，８０９億１，０５７万余円

減少したものの、地上権等の無形固定資産が２６５億２，０８９万余円、トンネル等の有形固

定資産が９，３５３億２，３４１万余円それぞれ増加したことによるものである。

流動資産の増加は、主に、一般会計からの繰入金等のその他未収金が２５億６，５８９万余

円及び割賦代金利息等の前払費用１５億５，９０９万余円それぞれ増加したことによるもので

ある。

負債合計は１兆１，３２３億７１８万余円であり、前年度（３，９４９億５，７０５万余

円）と比較して７，３７３億５，０１３万余円（１８６．７％）増加している。これは、固定

負債が６，９８０億４，５０３万余円及び流動負債が３９３億５１０万余円それぞれ増加した

ことによるものである。
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固定負債の増加は、地下鉄特例債が７０億５，４２８万余円減少したものの、大江戸線買取

りに伴う割賦代金であるその他固定負債が６，６９７億５４３万円及び退職給与引当金が３５

３億９，３８７万余円それぞれ増加したことによるものである。

流動負債の増加は、主に、交通事業会計からの借入金である他会計短期借入金が８９億円減

少したものの、その他未払金が４４９億６８３万余円、営業未払金が１８億８，１２４万余円

及び前受金が１３億４，０６７万余円それぞれ増加したことによるものである。

資本合計は８，０１６億４，７６５万余円であり、前年度（７，２３７億４，９１０万余

円）と比較して７７８億９，８５５万余円（１０．８％）増加している。これは、剰余金が２

７１億１，０８４万余円減少したものの、資本金が１，０５０億９３９万余円増加したことに

よるものである。

剰余金の減少は、主に、資本剰余金である国庫補助金が１６５億２，４０３万余円及び一般

会計補助金が２６９億３，９７５万余円それぞれ増加したものの、当年度純損失が４６４億１，

００７万余円増加したことによりよるものである。

資本金の増加は、自己資本金（一般会計出資金）が３０１億３，１００万円、企業債の発行

により借入資本金が７４８億７，８３９万余円それぞれ増加したことによるものである。

なお、平成１２年度末における有利子負債及び支払利息の状況は、表１３のとおりとなって

いる。

有利子負債額は、５８９億２，４１１万余円増加し、７，８４１億１，８１６万余円となっ

ており、支払利息は、割賦代金利息の増加により２５億９，４３０万余円増加し、３１９億２，

３２７万余円（建設利息を含む。)となっている。

（表１３）有利子負債及び支払利息の状況

(単位:千円)

年度 平成12年度末 平 成 １２ 年 度 平成11年度末 増(△)減

項目 残 高 (Ａ) 増 加 減 少 残 高 (Ｂ) (Ａ－Ｂ)

有負 企 業 債 772,518,164 115,932,000 48,107,881 704,694,046 67,824,118

利 一 時 借 入 金 11,600,000 0 8,900,000 20,500,000 8,900,000△

子債 計 784,118,164 115,932,000 57,007,881 725,194,046 58,924,118

年度 平成１２年度 (Ｃ) 平成１１年度 (Ｄ) 増(△)減

項目 (Ｃ－Ｄ)

企業債利息及

支利 企業債取扱諸費 28,757,448 29,303,824 546,376△

払息 一時借入金利息 12,694 25,147 12,453△

割賦代金利息 3,153,137 0 3,153,137

計 31,923,279 29,328,971 2,594,308

(注) 企業債は、借入資本金に経理されている企業債と固定負債に経理されている地下鉄特例債

及び立替企業債の合計である。
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ウ 資金収支

次に、当年度の資金収支の状況についてみると、表１４のとおり、資本的収入の総額は１，

９３３億８，５３０万余円、資本的支出の総額は２，０１８億１，５９３万余円である。

この資本的収支に、前年度繰越工事資金２７億７，８００万円を加え、翌年度繰越工事資

金１５億４，９４６万円を除いた資本的収支資金不足額は、７２億６，０５９万余円となっ

ている。

資本的収支資金不足額を損益勘定留保資金等の収益的収支資金剰余額９９億４，６１０万

余円で補てんしたことにより、当年度資金剰余額は、２６億８，８５１万余円となっている。

なお、当年度末の累積資金不足額は、表１５のとおり、３４６億４，７５６万余円となっ

ている。

(表１４) 資 金 収 支 表

(単位:千円)

支 出 収 入

資 本 的 支 出 （Ａ） 201,815,935 資 本 的 収 入 （Ｂ） 193,385,305

翌年度繰越工事資金 （Ｃ） 1,549,460 前年度繰越工事資金 （Ｄ） 2,778,000

計 （Ｅ＝Ａ＋Ｃ） 203,291,611 計 （Ｆ＝Ｂ＋Ｄ） 196,031,019

資本的収支資金不足額

（Ｇ＝Ｆ－Ｅ） ( 7,260,592)

（補てん財源内訳）

当年度純利益（ 損失） 71,218,869△ △

損益勘定留保資金 79,912,942

・減価償却費 43,451,381

・特別損失 36,034,614

（過年度退職給与引当金引当）

・その他 426,947

消費税等資本的収支調整額 1,255,033

計 （Ｈ） 9,946,106

収益的収支資金剰余額

（Ｉ＝Ｈ） （9,946,106）

当年度資金剰余額

（Ｊ＝Ｉ－Ｇ） 2,688,514

合 計 （Ｅ＋Ｊ） 205,980,125 合 計 （Ｆ＋Ｈ） 205,980,125
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(表１５) 累積資金推移表

(単位:千円)

年 度 平成８年度 平成９年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度

項 目

流 動 資 産 (a) 10,864,517 24,232,260 9,785,121 13,216,143 47,583,314

流 動 負 債 (b) 48,397,341 74,056,301 48,395,913 41,450,104 80,755,207

繰 越 工 事 資 金 (c) 15,470,229 1,037,214 2,487,723 2,645,714 1,475,646

累積資金剰余( )不足額(a-b-c) 53,003,052 50,861,255 41,098,515 30,879,675 34,647,569△ △ △ △ △ △

次に、財政状態を示す財務比率は、表１６のとおりである。

(表１６) 財 務 比 率

(単位:％)

年度 平 成 平 成 平 成 平 成 平 成 算 式

項目 ８ 年度 ９ 年度 10 年度 11 年度 12 年度

流動資産
流 動 比 率 22.4 32.7 20.2 31.9 58.9

流動負債

自己資本
自己資本構成比率 0.1 2.7 5.7 11.3 6.7△

総 資 本

固 定 資 産 対 固定資産
104.2 105.3 104.0 102.6 101.8

長 期 資 本 比 率 長期資本

（注）１ 自己資本＝自己資本金＋剰余金

２ 長期資本＝資本金＋剰余金＋固定負債（他会計よりの長期借入金、特例債等のみ）

（３）建設改良事業について

ア 地下鉄建設事業

当年度の地下鉄建設事業は、三田線延伸部（平成１２年９月開業:三田～白金高輪間１．６

Km、着工：平成４年度）及び大江戸線において実施しており、その執行状況は表１７のとお

り、予算額１，３９８億３，４００万円に対し、決算額は１，３２９億１，９７１万余円で、

執行率は９５．１％となっている。

なお、全体計画に対する路線別の進ちょく状況は、表１８のとおりである。
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(表１７) 地下鉄建設事業執行状況

(単位:千円)

予 算 額 決 算 額 執行率 繰 越 額

区 分 議決予算 繰越工事費 計 (%)

事 建 設 費 139,834,000 － 139,834,000 132,919,719 95.1 －

大 江 戸 線 134,758,000 － 134,758,000 128,991,434 95.7 －

業 三 田 線 5,076,000 － 5,076,000 3,928,285 77.4 －

財 源 139,834,000 － 139,834,000 132,919,719 95.1 －

財 起 債 90,801,000 － 90,801,000 85,635,756 94.3 －

一般会計出資金 27,010,000 － 27,010,000 25,785,000 95.5 －

源 建設費補助金 17,241,998 － 17,241,998 15,092,908 87.5 －

自 己 資 金 4,781,002 － 4,781,002 6,406,055 － －

(表１８) 路線別地下鉄建設事業執行状況

（単位：百万円）

平成１１年度 平 成 １２ 年 度 平成12年度末 全体計画

線 名 全 体 計 画 までの執行額 予 算 額 決 算 額 執行率 繰越額 執行額累計 進ちょく率

(%) (%)

大 江 戸 線 1,451,090 532,009 134,758 128,991 95.7 － 1,372,118 94.6

三 田 線 81,533 73,063 5,076 3,928 77.4 － 76,991 94.4

合 計 1,532,623 605,072 139,834 132,919 95.1 － 1,449,109 94.6

（注）平成12年度末執行額累計には平成１３年度以降の割賦未払金７，１１１億１，７５０万余円を含んでいる。

イ 改良事業

当年度の改良事業は、エレベーター設置工事（三田線本蓮沼駅）及び震災対策として、駅

の中柱や高架橋の耐震補強工事等であり、その執行状況は、予算額２６７億７，８００万円

に対し、決算額２０７億３，３８１万余円で執行率７７．４％となっている。

以上、平成１２年度の経営成績、財政状態について述べてきたが、高速電車事業の事業運営に

ついて次のとおり意見・要望を付する。
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３ 事業運営に関する意見・要望事項について

（１）事業運営について

当年度の経営成績は、大江戸線の全線開業等に伴い乗車料収入が増加したものの、減価償却

費等が増加したことより３５２億余円の経常損失を計上し、当年度未処理欠損金が５，６１２

億余円となるなど厳しい財政状況となっている。

また、路線別経営成績は３路線で経常損失を計上しており、特に大江戸線については、開業

時における乗客実績が１日計画推計乗客数８２万人のほぼ半数の４２万人（平成１３年１月か

ら３月まで）となっている。今後は、７，１１１億余円の割賦代金の支払資金が必要となるこ

となどから、資金収支において厳しい経営環境が予想される。

局は、大江戸線等の乗客誘致を積極的に図るとともに、より一層効率的な運営に努めるなど、

特段の経営努力が望まれる。



  

（別表　１）　高速電車事業比較損益計算書

（単位：円、％）

平成１２年度 平成１１年度 増 （△） 減

金  　　額 金  　　額 金  　　額 率

  科       目

（Ａ） （B） （Ｃ＝Ａ－Ｂ） （Ｃ/Ｂ）

１ 営　業　収　益 91,925,963,758 85,258,315,497 6,667,648,261 7.8

運 輸 収 益 88,071,959,582 82,140,670,559 5,931,289,023 7.2

運 輸 雑 収 3,854,004,176 3,117,644,938 736,359,238 23.6

２ 営　業　費　用 102,872,373,077 88,097,039,675 14,775,333,402 16.8

線 路 保 存 費 6,749,067,235 6,415,740,900 333,326,335 5.2

電 路 保 存 費 5,874,902,593 5,243,531,927 631,370,666 12.0

車 両 保 存 費 6,441,927,571 7,122,195,406 △ 680,267,835 △ 9.6

運   転   費 12,540,468,154 11,965,034,589 575,433,565 4.8

運   輸   費 21,230,620,137 20,126,741,523 1,103,878,614 5.5

運 輸 管 理 費 4,525,785,808 2,224,152,298 2,301,633,510 103.5

研 修 所 費 131,383,531 117,408,847 13,974,684 11.9

一 般 管 理 費 1,926,836,059 2,058,777,268 △ 131,941,209 △ 6.4

減 価 償 却 費 43,451,381,989 32,823,456,917 10,627,925,072 32.4

３ 営　業　損　益（１－２） △ 10,946,409,319 △ 2,838,724,178 △ 8,107,685,141 285.6

４ 営  業  外  収  益 8,126,148,323 8,270,382,118 △ 144,233,795 △ 1.7

受取利息及配当金 91,133,059 63,966,434 27,166,625 42.5

国 庫 補 助 金 428,019,000 557,459,000 △ 129,440,000 △ 23.2

一般会計補助金 4,140,080,000 4,544,968,000 △ 404,888,000 △ 8.9

受託工事収入 497,279,556 345,339,192 151,940,364 44.0

雑   収   益 2,969,636,708 2,758,649,492 210,987,216 7.6

５ 営  業  外  費  用 32,380,472,803 30,011,277,480 2,369,195,323 7.9

支払利息及企業債取扱諸費 30,736,162,970 27,710,449,101 3,025,713,869 10.9

受 託 工 事 費 497,279,556 345,153,250 152,126,306 44.1

雑   支   出 1,147,030,277 1,955,675,129 △ 808,644,852 △ 41.3

６ 経常損失（５－３－４） 35,200,733,799 24,579,619,540 10,621,114,259 43.2

７ 特  別  利  益 16,479,540 3,199,462 13,280,078 415.1

８ 特  別  損  失 36,034,614,884 232,374,842 35,802,240,042        -

９ 純損失（６－７＋８） 71,218,869,143 24,808,794,920 46,410,074,223 187.1

10 前年度繰越欠損金 490,020,221,649 465,211,426,729 24,808,794,920 5.3

11 当年度未処理欠損金(９＋10) 561,239,090,792 490,020,221,649 71,218,869,143 14.5
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（別表　２）　高 速 電 車 事 業 比 較 貸 借 対 照 表

（資産の部） （単位：円、％）

平　成　１２　年　度 平　成　１１　年　度 増　（△）　減

　　　科　　　　　　　　目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 率

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ＝Ａ－Ｂ） (Ｃ／Ｂ)

１　固  定  資  産 1,886,371,528,391 97.5 1,105,490,010,887 98.8 780,881,517,504 70.6

有 形 固 定 資 産 1,847,612,216,388 81.6 912,288,796,669 81.6 935,323,419,719 102.5

高 速 電 車 事 業 1,844,306,815,476 95.4 909,206,743,271 81.3 935,100,072,205 102.8

有 形 固 定 資 産 2,266,062,307,425 117.2 1,297,783,302,692 116.0 968,279,004,733 74.6

減 価 償 却 累 計 額 △ 421,755,491,949 △ 21.8 △ 388,576,559,421 △ 34.7 △ 33,178,932,528 8.5

関          連 3,305,400,912 0.2 3,082,053,398 0.3 223,347,514 7.2

有 形 固 定 資 産 4,676,520,160 0.2 4,238,079,460 0.4 438,440,700 10.3

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,371,119,248 △ 0.1 △ 1,156,026,062 △ 0.1 △ 215,093,186 18.6

無 形 固 定 資 産 33,379,323,290 1.7 6,858,423,303 0.6 26,520,899,987 386.7

高 速 電 車 事 業 33,379,162,372 1.7 6,858,332,793 0.6 26,520,829,579 386.7

関          連 160,918 0.0 90,510 0.0 70,408 77.8

建 設 仮 勘 定 2,838,936,665 0.1 183,749,509,188 16.4 △ 180,910,572,523 △ 98.5

高 速 電 車 事 業 2,838,936,665 0.1 183,742,314,138 16.4 △ 180,903,377,473 △ 98.5

関          連 0 0.0 7,195,050 0.0 △ 7,195,050 △ 100

投          資 2,541,052,048 0.1 2,593,281,727 0.2 △ 52,229,679 △ 2.0

株          式 2,479,350,000 0.1 2,479,350,000 0.2 0       0

そ の 他 投 資 61,702,048 0.0 113,931,727 0.0 △ 52,229,679 △ 45.8

２ 流  動  資  産 47,583,314,353 2.5 13,216,143,352 1.2 34,367,171,001 260.0

現          金 87,355,000 0.0 62,475,000 0.0 24,880,000 39.8

預          金 62,625,134 0.0 278,967,711 0.0 △ 216,342,577 △ 77.6

貯    蔵    品 739,451,912 0.0 665,822,712 0.1 73,629,200 11.1

営 業 未 収 金 3,681,508,049 0.2 3,251,216,394 0.3 430,291,655 13.2

営 業 外 未 収 金 2,993,921,561 0.2 2,913,639,102 0.3 80,282,459 2.8

そ の 他 未 収 金 6,823,330,857 0.4 4,257,432,697 0.4 2,565,898,160 60.3

前 払 費 用 1,560,260,999 0.1 1,165,638 0.0 1,559,095,361      -

前　払　金 52,725,341 0.0 145,261,598 0.0 △ 92,536,257 △ 63.7

未収消費税等還付金 31,582,135,500 1.6 1,640,162,500 0.1 29,941,973,000      -

資　産　合　計 1,933,954,842,744 100 1,118,706,154,239 100 815,248,688,505 72.9
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（負債及び資本の部） （単位：円、％）

平　成　１2　年　度 平　成　１１　年　度 増　（△）　減

　　　科　　　　　　　　目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 率

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ＝Ａ－Ｂ） (Ｃ／Ｂ)

１　固  定  負　債 1,051,551,980,282 54.4 353,506,947,069 31.6 698,045,033,213 197.5

地　下　鉄　特　例　債 75,113,494,240 3.9 82,167,775,592 7.3 △ 7,054,281,352 △ 8.6

立　替　企　業　債 24,703,000,000 1.3 24,703,000,000 2.2 0       0

一般会計長期借入金 155,000,000,000 8.0 155,000,000,000 13.9 0       0

他 会 計 長 期 借 入 金 90,000,000,000 4.7 90,000,000,000 8.0 0       0

退職給与引当金 35,393,875,570 1.8 0      - 35,393,875,570      -

そ の 他 固 定 負 債 671,341,610,472 0.2 1,636,171,477 0.2 669,705,438,995      -

２ 流  動  負　債 80,755,207,788 4.2 41,450,104,852 3.7 39,305,102,936 94.8

他 会 計 短 期 借 入 金 11,600,000,000 0.6 20,500,000,000 1.8 △ 8,900,000,000 △ 43.4

営　業　未　払　金 8,182,816,585 0.4 6,301,572,229 0.6 1,881,244,356 29.9

営　業　外　未　払　金 163,174,004 0.0 133,265,000 0.0 29,909,004 22.4

そ　の　他　未　払　金 53,107,368,785 2.7 8,200,538,485 0.7 44,906,830,300 547.6

前 　   受  　  金 7,443,911,035 0.6 6,103,235,906 0.6 1,340,675,129 22.0

預  　  り  　  金 257,937,379 0.0 211,493,232 0.0 46,444,147 22.0

負   債   合   計 1,132,307,188,070 58.5 394,957,051,921 35.3 737,350,136,149 186.7

３　資  本  金 951,861,547,034 49.2 846,852,147,604 75.7 105,009,399,430 12.4

自 己 資 本 金 279,159,877,000 14.4 249,028,877,000 22.3 30,131,000,000 12.1

一 般 会 計 出 資 金 279,159,877,000 14.4 249,028,877,000 22.3 30,131,000,000 12.1

借 入 資 本 金 672,701,670,034 34.8 597,823,270,604 53.4 74,878,399,430 12.5

企   　 業   　 債 672,701,670,034 34.8 597,823,270,604 53.4 74,878,399,430 12.5

４　剰  余  金 △ 150,213,892,360 △ 7.8 △ 123,103,045,286 △ 11.0 △ 27,110,847,074 22.0

資 本 剰 余 金 411,025,198,432 21.3 366,917,176,363 32.8 44,108,022,069 12.0

事業施設受贈財産評価額 1,646,641,346 0.1 1,050,334,576 0.1 596,306,770 56.8

国　庫　補　助　金 126,114,679,805 6.5 109,590,642,486 9.8 16,524,037,319 15.1

一 般 会 計 補 助 金 232,565,747,021 12.0 205,625,989,702 18.4 26,939,757,319 13.1

資 金 補 填 金 積 立 金 166,614,000 0.0 166,614,000 0.0 0       0

諸　権　利　金  収  入 31,088,283,062 1.6 31,076,277,629 2.8 12,005,433 0.0

工　事　負　担　金 3,869,233,569 0.2 3,836,182,237 0.3 33,051,332 0.9

そ の 他 資 本 剰 余 金 15,573,999,629 0.8 15,571,135,733 1.4 2,863,896 0.0

欠 損 金 561,239,090,792 △ 29.0 490,020,221,649 △ 43.8 71,218,869,143 14.5

当年度未処理欠損金 561,239,090,792 △ 29.0 490,020,221,649 △ 43.8 71,218,869,143 14.5

前年度繰越欠損金 490,020,221,649 △ 25.3 465,211,426,729 △ 41.6 24,808,794,920 5.3

当 年 度 純 損 失 71,218,869,143 △ 3.7 24,808,794,920 △ 2.2 46,410,074,223 187.1

資   本   合   計 801,647,654,674 41.5 723,749,102,318 64.7 77,898,552,356 10.8

負  債  資  本  合  計 1,933,954,842,744 100 1,118,706,154,239 100 815,248,688,505 72.9
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